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1 最終報告の位置付け

社会保障国民会議

社会例障国民会議は、社会侠章のあるべき姿と耽原問題を含む今後の改革の方向にっい

て、国民目線で議論する場として、内閣総理大臣の下に本年1月に設置された。

以来、今日まで約10ケ月、会議の下に置力、れた3つの分科会を含め、合計で31回にわた

る会i洗重ね、社会保障を巡る様々な課題にっいて精力的に議論をイテつてきた。

この間、5月には公的年金の財政方式に関するシミュレーシヨンを公表し、6月には中間報

告をとりまとめたところである。

中間報告においては、今後の社会保障が進むべき道筋として、「制度の持続可能性」ととも

に「社会保障の機首啓剣ヒ」に向けての改革に取り組むべきことを1是起した。

本最終報告は、中間報告及び中間報告において積み残した課題を中心に中間報告後に行

つた議論を含め、これまでの会議における全体の議論をとりまとめたものである。

,、報告
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2 これからの社会例璋~中間報告が示す道筋~

1 社会側障国民会議における議論の出発点

(1)国民の安全と安心を支える社会保障

社会保障制咳は、私たちの暮らしを支える最も重要な社会基盤。国民の期待に応えられ

る社会保障術11度を構築することは、国家の基本的な責任のひとっである。

2)時代の要請・社会の変化に応える社会保障

社会保障制憧を、持続可能なものとしっつ、経済社会の様々な変化にあわせて、その機

能を強化していかなけれぱならない。

(3)全ての国民が参加し支える、国民のイ詠頁に足る社会イ梨璋

社会的ナよ相互扶助の仕組である社会保障御疲は全ての国民にとって必腰ナよもの。給付の裏

側には必ず負担がある。国民にはサービスを利用する権利と同時に制度を支える貝任があ



る。

(4)国と地方が協働して支える社会保障

社会保障告11度の構築と現場での運用の両面において、国と地方公共団体がそれぞれの責

任を果たしながら対等の立場で協力し合う関係を無ことが重要である。

2 社会保障改革の基本的視点

2000年以降の医療・年金・介讃よどに関する一連の「社会保障構造改革」により、ネ士会保障

制度と経済財政との整合性、制度の持続可觸生は高まった。

しかしナよがら、今日のネ士会保障制岐は、少Y子イヒ対策への取組の遅れ、高齢化の一層の進行、

医療・介護サービス提ιヰ体制の劣化、セイフティネット機能の低下、制度へのイ言頼の低下等の

様々な課題に直面している。

「制度の持続可育剛生」を確保していくことは引き続き重要な課題であるが、同時に、今後は、

社会経済構造の変化に対応し、「必要オよサービスを保障し、国民の安心と安全を確保するため

の「ネ士会例璋の機能強化」」に重点を置いた改革を進めていくことが必要である。

3 社会例璋の機能強化のための改革

(1)ネ士会保障の制度誕十に際しての基本的な考え方

①自立と共生・社会的公正の実現

私たちの社会は、個人の自助・自律を基本とし、一人一人の安全と安心は、相互の助け

合い・連帯によって支えられている。社会的な連帯・助け合いの仕組である社会保障帯11度

は、「所イ与再分配の機能」を通じて、給付の平等・負担の公平という「社会的公正」を実現す

るものである。

②持続可育誰の確保・国民の多様な生き方の尊重

団塊世代が75歳になる2025年以降を見通し、長期にわたって持続可能な制度の構築

を追求する必要がある。同時に、社会保障制捜は、人々の暮らしや価値観の変化に対応し

た制度であるべきであり、個人の職美巽択、就労彫づ態や生き方の選択によって制度の適

用、給付や負担に不合環よ格差が生じるようなことがあってはならない。

③効率性・透明性

社会保障制崚は効率的で、簡素で分かりやすいものであることが必要である。

④公私の役寄汾担・地域社会の協働

公的ナよ支えである社会保障制咳とともに、一人一人力ぐ地端土会の一員として様々な1也域

社会の支え合い・助け合いの仕組に参加し、共に支え合っていくことが重要である。



⑤社会経簀の進歩・技術革新の成果の国民への還元

技術革辛斤の成果がサービスの効率化や質の向上に活かされることが必要である。

⑥給付と負担の透明化を通じた制度に刻する信頼、国民の合意・納得の形成
ライフス丁ージの各段階で、自分の人生識十と社会例嚇ξいかに密接に関わりあって

いるかを分かりやすく明示されることは、ネ土会保障に対する瑠鞍深め、制度への信頼

や改革への合意、必要な負担への納イ尋を形成していく上でも非常に重要である。

⑦当事者として国民全体が社会保障を支えるという視点の明確化

社会保障御懐においては、国民一人一人が給付・負担の両面で社会保障の当事者であ

り、社会保障の給付を受けサービスを利用する権利があると同時に社会保障制度を支え

ていく責イ壬を負っている。制度運営に参加することも国民の権利であり責任でもあり、その

実現力§図られるよう政府は常に最大限の努力をすべきである。

(2)社会保障を支える基盤の充実

①安定的な経済成長の確保

社会保障は国民生活の安定を通じて経済を支え、経斉は社会保障を支えている。女定

的経済成長に寄与することは、結局は社会イ呆障制孃自身の基盤を支えることにっながる。

②現役世代の活力の維持・強化

社会保障の支え手である現役世代の活力を可能な限り維持し強化していくことが不可欠。

若者,女性.高齢劃よど、働く意思のある人は誰もがその能力を伸ぱし、社会で発揮できる

よう1こしていくこと、1評来に希望を持って安心して働けるよう、雇用機会、能力発揮機会を拡

大することが重要である。さらに自助努力を促進する観点から現役時代の金融資産蓄積を

促進するための制度拡充も図るべきである。

③ユニバーサル社会の実現

年齢や1甥1}、障害の有無などにかかわらず、能力と意思のあるだれもが、その持てる

力を発揮して社会の担い手、支え手として社会活動に参画し活躍できる社会の実現が強く

望まれる。

(3)高齢期の所イ暑倒璋

高齢期の所得保障は、自らの勤労所得・財産所得・年金所得の適切な組み合わせが基

本になるが、現実には公的年金が高齢期の所1号1呆障の柱となっている。改めて言うまでも

なく、公的年金制度の長期的な安定・給付7K準の確保は重要な課題である。

①公的年金(基礎年金)の財政方式

基礎年金罰渡の財政方式にっいては、平成21年度からの基礎年金国庫負担のν2へ

の引き上げ実施を前提に、基礎年金制度の財政方式にっいて、現行社会保険方式J励テ



社会保険方式の修正案、税方式(複数案)について、客観的・中立的な定量的シミュレーシ

ヨンを実施し、関連資料(バックデータ)とともに公表した。

建設的メよ制度改乳論議を行うためには、共通の土台となる客雛り・実証的データに基づ

く議論が不可欠。このシミュレーション結果がそのような「共通の土台となる基礎資料」とし

て活用され、基礎年金の財政方式に関する議論がさらに深まることを期待する。

②未納問題への対応

未納はマクロ的には年金財政に大きな影響を与えるものではないが、未納の増加(とそ

れによる無年金者・低年金者の発生)は、皆年金告11度の理念を脅かす大きな問題。未納者

の属性を分析し、

・低所イ号者についての免除制度の積1亟的活用

・非正規雇用者・非j商用事業所雇用者への厚生年金適用の拡大・雇用主による代行徴収

・確信的不払者(多くは中高客酬イ号者)に対する強制撒収の実施

などの属性に対応した実効ある対策を早創こ実施することが必要である。

③無年金・低年金問題への対応

現行の納付率で1評来無年金者が大きく増大することは考えにくいとはいえ、1妥来にわた

つて継続的に高齢者の一定割合(約2%)の無年金者は発生。未納対策の徹底とともに、

最近増加しつつある生活保護受給者の状況にもかんがみ、基礎年金の最低保障額の設

定、弾力的ナよ保険料追納等の1昔置を検討すべきである。

4)医療・介護・樹止サービスの改革

①医療・介護にかかる需要の増大

75歳以上高歯諸の増大・家族介護力の低下・1也域のサボートカの低下等々により医療・

介護サービス需要は増大。需要に応えるサービス確保のための1評来の戝原確保力t大きな

課題となることは不可避。

②不十づナ・非効討よサービス矧共体制

我が国の病院は、人的・物的資源の不足、非効率力斗旨摘される一方で、救急医療問題、

1也域医療の困窮、産科小児科医の不足など様々な課題に直面している。これらの課題に

対し現段階でできる緊急の対策を講じていくことが必要だが、同時に構造問題の解決への

取組力ξ不可欠である。

③サービス提供体制の構造改革と人的資原物的資源の計画的整備

「選択と集中」の考え方に基づいて、病床機能の効率化・高度化、1也域における医療機

能のネットワーク化、医療・介護を通じた専門勝卦司の機能・役害11分担の見直しと協働体制

の構築、人的資源の計画的養成・確保など、効率化すべきものは思い切って効率化し、他

方で資源を集中投入すべきものには思い切った投入をイテうことが必要であり、そのために



必要な人的・物的資源の計画的整備をイテうことが必要である。

④診療報酬体系介護報酬体系の見直し

改革を実現してぃくためには、安定的な財源の確保・繼売的な資金投入が必要だが、同

時に医療制度・介護制度内部での耽原配分のあり方にっいての見直しも必要。診療報酬・

介護報酬体系そのもの、基本骨格のあり方にさかのぼった検討が必要である。

⑤医療・介護に関する将来試算の実施

あるべきサービスの姿はどのようなものなのか、そのことを明らかにしっつ、それを実

現し、維持していくためにはどれだけの費用(フロー・スト、ソク)が必要なのかを掘十する試

算を早急、に実施。費用擶十試算を踏まえ、肺原の確保方策にっいて検討をイテう。

(6)セイフティネット機能の強化

社会保障制咳が持っりスクヘッジ機能の強化、適時適切なサービス捌共の実現という観

5)少ゞ子イヒ・次世代育成支援対策

①未来への投資としての少、子イヒ対策

少子化は日本が直面する最大の課題。基本は、就労とホ劃昏・出産・子育ての「二者択一

構造」の解決を通じた「希望と現実の乘離」の解消。「仕事と生活の調和の実現」と「子育て

支援の社会的基盤の拡充」を車の両輪として取り組むことが重要である。

②仕事と坐舌の調和の推進

「仕事と坐舌の調和(ワーク・ライフ・バランス)憲章」、「仕事と坐舌の調和推進のための

行動指針」に基づき、全ての働く者について社会全体で働き方の見直しに取り糸肌でいくこ

とが必要である。

③子育て支援サービスの充実

1歳の壁、4歳の壁、小1の壁、小4の壁の解消など利用者視点に立ったきめ細かな運

用面での改善が必要。また、施策の担い手となっている市田附レベルでの耳懸且の充実、省

庁間の連携の強化を図るべきである。

④地域における子育て環境の整備

地域の多様な主体が担い手となり、子ども自身の視点に立つとともに、親を一方的なサ

ービスの受け手とせずその主体性と二ーズを尊重し、,子育てが孤立化しないように、子ど

も自身と親の成長に寄り}病形で支援することが重要である。

⑤少、子イヒ対策に対する思い切った耽原投入と紡二な制度体系の構築

大"助、つ効果的な財政投入を行ってサービスの質・量の抜本的拡充を図るべき。同時

に、現在様々な制度に分かれている子育て支援関係サービスを再構成し、一元的に捌共

することのできる紡二な制度体系の構築が不可欠である。



点から、①高額療養費制度の改善(現物給付イぴょど)、②低所イ与者対策の見直し(制度横断

的な改革)をイテうべき。1Tの活用や社会保障番号街1の導入検討を積極的に推進すべきであ

る。

(フ)制度に対する信頼の回復・国民目線に立った改革の実施

①公的年金制咳へのイ言頼回復

現行制腰に対する不信は、制度それ自体の問題というよりほ制庶運営に関わる国に対

する信頼の低下に起因する面が大きい。公的年金制度の信頼を回復させ、本来の機能を

十全に発1鼬せるためにも、国は、制度へのイ誹頁の回復のために総力をあげて努力すべ

きである。

②運用面での改善

社会保障制懐に関しては、大きな制度改革も重要だが、地方分権の視点に立ち、現イ殉1

度の運用を改善することで解決できる課題も多い。運用改善で対応できる事項については、

本中間報告での指摘を踏まえて、政府において早急に対応すべきであるにの点は「3.中

間報告後の議論」から生まれた提言についても同様である。)。

3 中鳥賤晧後の叢倫

中間報告においては、セイフティネット機能の強化の一環としての低所1尋者'対策、現役世代

の活力の維持・強化のための能力開発政策、医療・介護のあるべき姿を実現していく観点から

の医療・介護費用のシミュレーションの実施、新しい次世代育成支援システムのあり方といっ

た論点が、なお引き続き識論を詰めていくべき論点として残された。

中間報告以降、これらの論点について各分科会において議論が行われ、現イ殉孃の問題

点と改善のための具体策について、次のとおり意見をまとめた。

1)低所イ号^

低所イ号者への就労支援をイテう上で、日本経済の成長、特に中小企業での就労機会の拡

大が重要。また、1也域ごとに雇用事情が異ナよることに応じたきめ細かな就労支援施策の実

施力ξ必要である。

施策実施に際しては、過去への反省も十分、に踏まえ、施策効果を客観的に把握し施策の

改善に不断に反映させる恒久的ナよ仕組を制度に組み込むべきである。

若年層など現役世代が生活保護を受けざるを得ないときに、そこから抜け出す力をつけ

るためのΠまね板」のような政策力ぐ必要。自立支援に向けたハローワーク、自治体の取組強



化などに加え、就労インセンティブに配慮した運営や、能力開発が不十分で自立が困如よ

若者にっいて、基礎的なレベルの訓練や、ジョブ仂ード制度の活用等による実践的な訓練

の機会の捌共等が必要である。

さらに、改正最低賃金法の趣旨に従って最低賃金を引き上げ、労働者の生活を下支えし

ていくことも重要である。

低所イ与者対策として各社会保障佑11度ごとにきめ細かく負担轄咸策が講じられているが、

制度ごとの体系がバラバラであり、複雑である。国民の視点からみて、分かりゃすく利用し

やすぃものとするよう制度を見直し、各制度の担当者が相互理解に努めるとともに、制度横

断的視点に立って、ワンストップサービスなど手続きの簡素化や負担の軽咸、必要な事務

の効率化のための基盤整側社会保障番号仂ードの検討等)を進めるべきである。

2)能力開発政策

①工程表と不断の施策改善の仕組

中間とりまとめに記された施策の具体的な推進体制を整備し、工程表を作成して、早急

に実施すべきである。

施策実施に際しては、過去への反省も十分に踏まえ、施策亥力果を客観的に把握し施策

の改善に不断に反映させるt亘久的な仕組を制度に組み込むべきである。

②能力開発施策体制1の強化

職業能力訓練校等のコース・カリキュラムを介護などの今後一層成長が見込まれる分

野のウェイトを高めるよう見直すとともに、その内容も就労時に実際に求められる能力の

開発にっながるものとするなど、就労二ーズに即した能力開発の実現に向け、至急力、つ

継綺、的に取り組むべきである。

職辯E力開発施策は、教育、雇用保険を活用した職業司11練はもとより、坐舌保護との連

携をさらに強化する必要が大きい。また、1也域毎に異ナよる産業・雇用の実態に即し、さら

に施策対象を明確化してきめ細かに対応する必要もある。したがって、国が全国的な視

点から引き続き責イ珪果たすことはもとより、地方への十分な耽原の確保や、榔艮移譲も

含め、地方がより主体性を持ち、国・自治体・教育界・産業界が一体となって各分野の施

策を総合的.有機的に連動させかっきめ細かに実施運用できる体制を確立すべきであ

る。

③職業坐厘長期化に対応した能力開発

高齢化が一層進展する我が国において、長期化する一人一人の職業主厘を持翫可能

で充実したものとしてぃくための職業能力開発への支援を強力に進めるべきである。

④若年時能力開発対策による社会保障の基盤強化

若年時の能力開発の充実は、主厘にわたる安定した雇用の大謝是となるものであり、



低所得に陥らないようにするためにも重要である。そして、このことは雇用保険制度の支

え手の確保・充実にもつながる。若年能力開発対策によって、雇用保険制度の安定的な

運営を確保するとともに、社会保障制懐ひいては麦が国経済社会全体の基盤の強化を図

るべきである。

3)医療・介護費用のシミュレーション

今回の医療・介護費用のシミュレーションは、現状の医療・介護サービス提ι共体制の問題

点に関する中間報告でのキ旨摘を踏まえ、医療・介護サービスのあるべき姿を実現するとい

う観点から、サービス提供体制について一定の改革を行うことを盲幌に掘十(シミュレーショ

ン)を行ったものであり、「医療・介護サービスのあるべき姿」を具体的に示して行った撫十と

いう意味で、これまでになかった推計と言える。

シミュレーションを実施するに当たってのポイントは、以下のとおりである。

・必腰オよ医療・介護サービスを確保する観点から、大1旦な改革をイテうことを盲幌とした。

・改革シナリオにおいては、サービスの充実強化と効率化を同時に実施することとし、

改革の程度に応じた複数のシナリオを実施しナニ。

・経済成長、ネ斗学技術進歩、効率化要素等、医療費の伸びに影響を与える要因を適正に

織り込んだ。

・ 2025年での改革シナリオ達成を前提に、2025年時点での掘十結果を示し、併せて、

現在のaオj原構成を前提に、2025年における必要耽原の規模も試算した。

シミュレーションの結果については、以下のとおりである(数値は経済^幌Ⅱ一1、B2シ

ナリオに基づく改革をイテつた場合のもの)。

・医療・介護矧共体制について、

急性期医療の充実強化・効率化(急住期医療の職員数充実(現在の一般病床全体

の平均に比べ倍増のフK準に引き上げ)、平均在院日数の短縮(現在の一般病床全体

の平均に比べ半減(現状203日から10日へ)))

病院病床の機能分化(現状投影ンナリオで一般病床133万床となるところ、急性期・

亜急1生期・回復期りハビリ病床等に機能分化し、急性期67万床、亜急性期等"万床、

合わせて全体として現状程度の病床餉Π0万肉で高齢化需要増に対応)

在宅医療・在宅介護の充実(訪問診療の充実、居住系サービスの充実等による居

住系・在宅介護利用者の増(現状力喝約43万N日の増)等)

マンパワ一の充実確保(全体で現状の1.フ~18倍に増加)

を前提とするほか、

・医療費全体について

経済成長や技術進歩に応じた伸ぴとともに、



:予防の強化による患者效咸(外来患者約32万N日浦

医薬品・医療機器の効率化等の効率化(伸ぴ率ケース①の場合

を見込んだ。

.2025年に、医療・介護費用は現状の41兆円(対GDP比7.9%)が、現状投影シナリ

オで 85 兆円程度ao.8~10.9%程度)、改革シナリオ旧1~B3)で 91~94 兆円ネ呈度

(11.6〕12.0%ネ呈度)。

.i助口的に必要となる公費財源にっいては、現状投影シナリオで対GDP比+1.4%ネ呈度、

改革シナリオ(BI~B3)で+1.8~2.0%程度。これを消費税率換算で見ると、現状チ斐影シ

ナリオで3%ネ呈度、改革シナリオ(BI~B3)で4%ネ呈度。

.なお、途中年次(2015年)時点で見れぱ、追力口的に必要となる公費財源は、改革シナ

リオ(BI~B3)で対GDP比+0.6~0.フ%ネ呈度、消費税率換算では1%ネ呈度。

(4)少ゞ子イヒ対策の意義と課題

少子化問題は、将来の我が国の経済成長や、年金をはじめとする社会保障全体の持続

可育旨性の根幹にかかわるという点で、最優先で取り組むべき「待ったなし」の課題である。

本年6月の中間とりまとめでは、少子化対策は、将来の担い手を育成する「未来への投

資」として位置付け、就労と樹昏・出産・育児の「二者択一構造」の解決を通じた「希望と現実

の乘離」の解消を目指し、①仕事と生活の調和、②子育て支援の社会的基盤の拡充を「車

の両輪」として取り組むことが重要としている。

あわせて、我が国の家族政策関係支出が諸外国に比べて非常に小さいことから、「国が

責イ壬をもって国・地方を通じたRオj原の確保を図った上で、大1助、つ効率的な財政投入を行い、

サービスの質・量の抜本的な拡充を図るための新たな制度体系を構築することが必要不可

欠」とされている。

(5)新たな制度体剰董築に向けた基本的視点

中間とりまとめで指摘した「新たな制度体系の構築」に関して、保育サービスのあり方や

育児休業制度の見直しにっいては、すでに専門の審議会において、年末に向けて議論が

始まっているところであるが、今後の議論に反映させていくため、以下のように課題を整理

した。

①仕事と子育ての両立を支えるサービスの質と量の確保等

新たな制度体系構築に際しては、潜在的な保育サービス等の需要に対し、速やかにサ

ービスキ是tヰされるシステムとすることが必要。

働き方の多様化、子育て支援二ーズの深化・多様化を踏まえ、提イ共者視点ではなく、子

どもや親の視点に立った仕組とすることが重要であり、良卸よサービスをきちんと選べる



仕組とする必要がある。また、病児保育などの多様な二ーズへの対応も課題。

サービス量の抜本的拡充のためにも、

・ニーズの多樹ヒに対応した保育の必要性の判断の仕組(「保育に欠ける」という要件

の見直し)

・サービスが必要な人が安心して利用できるような保障の強化(1箸11性の明確化)を図り、

保育所と利用者が向き合いながら、良質で柔謝よサービス提供を行う仕組

・民間活力を活用する観点からの多様オよ提ι共主体の参入

・一定の質が保たれるための公的責任のあり方

といった見直しの視点を踏まえつつ、専門の審議会において議論を深めていく必要があ

る。

放課後炉,童対策について、制度面・予算面とも拡充する必要。

身近な1也域におけるネ士会的な子育て支援機能の強化が必要。

育児休業制度については、短時間勤務佑11度など柔軟メよ働き方を支援することが重要。

あわせて、男性(父親)の長時間労働の是正や育児休業の取1号促進ナよどの働き方の見直

しが必要。その際、企業経営者の意識改革とともに、企業内保育施設設置に対する支援も

含め、企業にインセンティブを与えるような仕組も重要。

縦害4り行政を廃し、サービスを実施する市田附における柔軟ナよ取組を可能とすることが

必要。

②すべての家庭の子育て支援のあり方

新たな制度体系の構築に当たっては、育児不安を抱える者への対応メよど、すべての子

育て家庭に対する支援をより拡充することが必要。

安心して子どもを産むことができるための妊娠・出産期の支援の拡充が必要。

母子家庭への支援、社会的養護を必要とする子どもや障害児など特別な支援を必要と

する子どもに対する酉論力ぐ必要。

1也域住民、NPO、企業ナよど、多様な主体の参画・協働により、地域の力を引き出すこと

が必要。

③国民負担についての合意形成

少子化対策は社会保障制度全体の辯売可能性の根幹にかかわる政策であり、その位

置付けを明確にした上で、効果的ナよ助頂投入をイテうことが必要。

国民の希望するホ激昏、出産・子育てを実現した場合の社会的コストの追力口所要額は、昨

年末、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略会議報告において、1.5 兆円~2.4 兆円と

掘十されているところ。

また、同試算には含まれていないが、施設整備やサービスの質の維持・向上のための

コスト、社会的養諭よど特別な支援を必要とする子ども達に対するサービスの充実に要す
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るコスト、さらには児童手当をはじめとする子育てに関する経済的支援の充実も、緊急性

の高い保育をはじめとするサービスの充実の優先の必要性にも留意しっつ併せて検酎す

べき。

少、子イヒ対策は「未来への投資」として、国、地方公共団体、事業主、国民が、それぞれの

役割に応じ、費用を負担していくよう、合意形成が必要。

4 社会イ呆障の機能強化に向けて

今般、医療.介護費用に関する試算(シミュレーション)をイテつたことで、中間報告において示

した基礎年金に関するシミュレーション、平成19年12月に政府においてとりまとめた「子ども

と家族を応援する日本」重点戦略会i襲報'告とあわせて、社会保障の大宗を占める年金、医療'

介護、少子化対策に関して、それぞれの課題や改革の方向性、将来必要とされる助原の規模
につぃて、具体的ナよ姿が明らかになった。

基礎年金制度にっいては、財政方式を巡る議論があることから、国民会議では、現行社会

保険方式による場合と税方式による場合のそれぞれについて定量的シミユレーシヨンを行っ

た。中間報告でも述べたが、建設的な制度改革論議をイテうためには共通の土台となる各観

的.実証的データに基づく議論が不可欠であり、このシミュレーシヨン結果がそのような「共通

の土台となる基礎資料」として活用され、基礎年金の財政方式に関する議論がさらに深まるこ

とを期待するものである。

平成16年の制度改革の効果により現行基礎年金制度の財政は安定しており、シミユレーシ

ヨン結果からは、免除者の増大や納付率低下がマクロの年金財政に与える景饗はβ艮定的であ

ることが示された。いわゆる未納問題は現イ諦1度最大の問題であるが、それはマクロの年金

財政の問題というよりほ、未納の増加(とそれによる無年金者・低年金者の発生)が皆年金制

度の理念を脅かし、1評来の低年金者・無年金者の増大によって国民皆年金制度の本来機能で

ある「全ての国民の老後の所イ尋側璋」が十全に機能しなくなることがより大きな問題であり、そ

の観点から、非正ま見,,1動者への厚生年金適用拡大や免除制度の積キ亟的活用などの未納対策

の強化、基礎年金の刷倒呆障機能の強化等が大きな課題となる。

医療,介護サービスにっいては、社会の高齢化に伴い医療・介護サービスを必要とする人

が大きく増大していくことから、費用が今後急速に増えていくことは避けられない。他方で現在

の医療.介護サービスは様々な構造的問題を抱えていることが指摘されている。この点にっ



いて中間報告では、救急医療の問題、,,也域医療の困窮、産科小児科医の不足などの「当面の

緊急課題」1こついて現段階で出来るだけの対策を講じていく必要性を指摘しっつ、同時に、こ
れらの問題の背景にある「欄告問題の解決への取細が不可欠である旨1旨摘け立

今回の医療・介護費用に関するシミュレーションでは、中間報告で;旨摘されている現イ沸1度

の様々な構造問題(サービスの不足・非効對よ提供システムなど)について、サービスの充実

と効率化を同時に実施する改革を行い、「医療・介護サービスのあるべき姿」を実現した場合

の医療・介護費用について、大胆な仮定をおいて試算を行った。

さらに、これらに「子どもと家族を応援する日本」重点単堤において示された、少、子イヒ対策の

充実を図った場合の費用試算を合わせれぱ、社会保障制渡の大宗を占める年金、医療・介護、

少子化対策について、その機能を充実強化していく「実現すべき・目;旨すべきサービスの姿」

としてどのようなものがあり、それを実現していくために必要な1評来の費用がどのネ呈度のもの

であるのか、概ね明らかになる。

これに、基礎年金国庫負担をν3からν21こ引き上げるために必要な費用を加えれぱ、社会

保障の機能強化のために避n的に必要オよ国・地方を通じた公費負担は、その時点での経済規

今回のシミュレーションの背景にある哲学は、医療の機育紛化を進めるとともに急性期医療

を中心に人的・物的資源を集中;受入し、できるだけ入院期間を減らして早期の家庭復帰・社会

復帰を実現し、同時に在宅医療・在宅介護を大幅に充実させ、地域での包括的ナよケアシステム

を構築することにより利用者・患者のQOL(主舌の質)の向上を目;討、というものである。

今回示されている医療・介護の将来費用擢十ほ、そのような前提に立ち、ーつーつのサー

ビスの改革を積み上げて算定しているものであり、この哲学に基づいたサービス提供体制の

姿が実現されれぱ、現在の医療・介護とは格段に霜よる質の高いサービスが効率的に提供で

きることになる。この点は、今回のシミュレーションを理解する上で非常に重要な点であり、で

きるだけ分かりやすく国民に示していく努力が求められる。

また、もとより、このようなサービスの姿が実現されるためには、安定的メよ助原の確保のみ

ならず、サービス供給体制の計画的整備や専門職種間の役割分担に関する制度の見直し、

診療報酬・介護報酬体系の見直し、マンパワ一の計画的養成・確保、サービス提供者間・多職

チ可占の連携・ネットワークの仕組の構築、サービスの質の評価など、制度面を含めたサービス
'

提ι共体制敗革のための相当大胆な改革力ξ実行されなけれぱならない。

その意味で、このような改革を実際にイテつていく1こ際しては、実現されるサービスの姿を分

かりゃすく国民に示し、国民的合意をイ号ナよがら具体的な改革の道筋(工程表)を明らかにし、ー

つーつ確実に改革を実現していくことが必要であることは言うまでもない。



模に基づく消費税率に換算して、基礎年金にっいて現行社会保険方式を前提とした場合には

2015年に33~3.5%ネ呈度、2025年に6%ネ呈度、税方式を前提とした^には2015年に6~

11%ネ呈度、2025年で9~13%程度の新たな財源を必要とする計算になる(経斉前提Ⅱ一1

(医療の伸び率ケース①)、1医療・介護B2シナリオの場合)。

社会保障を支える賎原には、公費負担以外に保険料負;助ぐある。年金保険料にっいては、

平成16年改正によ明妥来のイ呆険料には上限力ξ設定され、2017年度以降、厚生年金では18.

3%(労使折半)、国民年金では16900円(平成16年度価格)に固定される(なお、基礎

年金にっいて税方式を前提とした場合には、企業七H固人が負担している基礎年金相当分の

保険料負担はなくなることになる。)。

医療.介護にかかる保険料負担にっいては、今回のシミュレーシヨンによるサービスの充実

と効率化を同時に実現することを前提とすれぱ、2025年倒P占で、現行と比較して対GDP比で

十1.5~1.フ%ネ呈度となる。

また、制度に基づく給付・サービス以外に、国のみならず、地方自治体が様々な形で捌共す

る社会イ劉障に関わる給付・サービスがある。地方分権、地域住民の二ーズを踏まえナニ1也域の

実態に即したサービスの実施という観点からは、このような施策にかかる肺原の確保をどの

ように考えていくかも大きな課題となる。

言うまでもなく、私たちの社会保障を守り、将来世代に負担を付け回しすることなく、信頼で

きる制度として次の世代に引き継いでいくためには、現在の社会に生きている我々国民がみ

な、年齢にかかわらず能力に応じた応分の負担に応じなけれぱならない。

社会保障制度劃評来にわたって1寺続可能なものとし、同時に必要な機能の強化を実現して

いくために、今回のシミュレーションの対象でない障害者福祉等を含め、あるべき給付.サー

ビスの姿を示し、それを実現していくための改革の全体像を明らかにしながら、必要な財j原を

安定的に確保していくための改革に真剣に取り組むべき時期が到来している。

速やかに社会保障に対する国・地方を通じた安定的耽原確保のための改革の道筋を示し、

国民の理解をイ尉よがら具体的ナよ取組に着手すべきである。

5 おわりに~国民会議力、らのメッセージ~

いままで、社会保障に関し、国民が制度の哲学や理念、具体的運用などにっいてトータル
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に議論する場面は、残創よがらほとんどなかったと言えるであろう。

社会保障制孃は非常に国民に身近なものであり、国民は日常坐舌の様々な場面で社会保

障の給付を受け、サービスを利用しているにもかかわらず、また、少なからぬ負担を税や保

険料の形で担しているにもかかわらず、その全体像がどうなっていて、制度の改革が個々

人の主舌にどのように影響するのか、給付・負担両面での当事者としてきちんと関心を持って

議論に参加する場面は、なかなかなかったのではないだろうか。

今般の社会保険庁の不祥事や長寿医療制度を巡る混乱は、極めて遺憾なことであり、国

(厚生捌動省)ほ自らへの国民の信頼回復のために総力をあげて努力すべきであることは

言を俟たないが、他方で、今回のことは、社会保障力ξいかに国民の日常坐舌に直接大きな影

響を持つ重要な制度であるかを、政治や行政当局、そして国民自身にも、改めて実感させるも

のであったということも言えるであろう。

今後、社会の高齢化が進み、負担の増加が避けられない中で、社会保障の機能を強化し、

同時に安定的な辯売できる制度にしていくためには、大胆な制度改革が不可避であり、その

ような改革を実現していくためには、サービスの利用者=受益者であり、同時に負担者でもあ

る国民が、文字どおり当事者として識論に積極的に参加し、国民の目線で議論を進めていくこ

とが必須である。

そのためにも、社会保障帯11度を、より分力田やすく、利用しやすいものにしていくとともに、

社会保障に関する1青報・データの開示、国民一人一人のレベルで社会保障の給付と負担を分

力田やすく示すための社会保障番号御1の導入検討を、国民の合意をイ号ナよがら積極的に進めて

いくことが必要である。

社会保障国民会議は、10ケ月にわたり、現場の声、地域の声をできるだけ取り入れて議論

してきた。現行の社会保障が抱える問題点をキ旨摘しつつ、社会保障の機能強化のための今後

の制度改正に向けた議論の土台を示し、社会保障国民会議は、この最終報告をもってその役

割を終えることになる。

しかし、社会保障と国民のかかわり1こ終わりほない。当事者である国民の声が広く取り入れ

られるかたちで、この社会保障国民会議報告に盛り込まれた提案について、具体的な制度改

革の道筋を明らかにし、当事者である国民が運用面での改善が行われているか、制度改正

への取ネ肋ぐ進んでいるか、引き続き監視し、意見を述べていくことは、この国の社会保障を守

り、立て直していくために欠かせない。

社会保障は国民自身のものである。国民各位に、自身の社会傭転守るため、機会をとら
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えて議論に参加してぃくことを願い、他方、行政には、国・地方を問わず、社会保陣に関し国民

の参加を可能とする場を設けていくことを提案し、報告の糸吉てj'としたい。


